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公的欲求の変化と財政学
池上 惇
I.はじめに一人間の好みや選好の型の変化と経済学
経済学が永年にわたって前提してきた一つの基本的命題が揺らぎ始めてい
る。それは消費者の選好の型は不変である， という前提である。例えば，
A. ピー コックは， 近著で次ぎのように指摘している。「通例，経済学の文
献においては，消費者主催の原理について説明を与える際に，消費者の好み
や選好は所与のものと看倣されるケースのみを考察の対象とする」。しかし，
彼によれば「これは極めて限定された仮定である」。なぜならば「人間と言
うものは所得の支出過程で経験を獲得するから，選択の効率を改善する方法
を学習しうるだけでなくて，自分たちの好みや選好が発展したり変化したり
することを認識しているからである」。では， 選択の形成過程は何に依存す
るのか。彼は「それは行動による学習に依存するだけではなくて教育に対す
る投資にも依存している」と主張する％
この主張は彼が永年にわたって教育や芸術文化の財政学的な研究に従事し
てきた結果，到達した結論の一つである。彼は一方では，あたかも国営であ
るかのようなイギリス芸術評議会の芸術支援政策に批判的で，公的補助金が
事実上，有力で有名な実演芸術団体によって独占され，若手の台頭や消費者
の選択の可能性を縮小していると考えてきた。また，教育においても大部分
の公教育では消費者の選択の余地が全く無く，教育への補助金が官僚制や既
得権の温存につながるので，教育機関への補助金よりは学生個人を対象とし
1) A. Peacock, Pay切gthe Piper, Culture, Music and Money, 1993. p. 123. 
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た補助を拡充し消費者が選択しうるシステムを重視すべきことを主張してい
る2)。
財政学は G.コルムが：指摘したように経済学や法学等複数の領域にわたる
境界領域の科学であるから3)， 心理学や社会心理学から影響を受けて当然で
あろう。ドイツ財政学の伝統的のなかからも， K.H.ハンスマイアーらの財
政心理学派が存在していることはよく知られている4)。 これらの学説は人間
の経済行動を分析するにあたって，いわゆる「合理的経済人」の仮定に疑問
を呈する。人間行動は合理的な側面もあるが，しばしば，不合理な動機や神
話的な情報によって操作もされる。また， ビーコックが言うように，しばし
ば，好みや選好は変化し発展する。このような変化や発展と財政の機能や構
造との関係を問うてみることは，一方では，財政史の展開と現代財政を繋ぐ
重要な視点ともなるし，他方では，財政活動による所得の再分配などの制度
的定着がもたらす人間の欲求の変化や公的欲求の発展を研究する手がかりと
もなりうる。
事実，現代の財政は，一方では生存最低限度の生活の保障に大きな関心を
払いながら，他方では，欲求の発展や生活の質の向上をめざす公共的活動に
も大きな注意を払う必要が生じている。人類は多くの困難を経ながらも次第
に大きな知的資産を構築して，これらを大規模に継承して発展させる，とい
2) Ibid., pp. 123-124. 
3) G. Colm, Essays on the Public Finance and Fiscal Policy, 1995. p. 2. 
G.コルム，木村元一，大川政三，佐藤博『財政と景気政策』弘文堂， 1957年。
4) K. H. Hansmeyer und K. Mackscheid, Finanz Psychologie, hrg. von F. 
Neumark, Handbuch如 Finanzwissenschaft,Tiibingen. 1975. Lieferung 
7-9. s. 553-583．なお，財政心理学への私の関心はケルン大学への留学(1980年）
においてハンスマイアー教授から教示を受けたのがきっかけであるが， 日本では広
田司朗教授がケルン大学と学術的な交流を進められてきた。教授の御教示で，ヴァ
イマール期のドイツ財政政策に関する翻訳を進めたのがきっかけで日本でも若手研
究者がこの分野に関心をもって取り組むようになった。広田教授の御高配に対して
厚く感謝の意を表したい。 K.H．ハンスマイヤー編著，広田司朗・池上惇監修『自
治体財政政策の理論と歴史ーヴァイマール期を中心として」同文舘， 1990年。
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う課題に直面してきた。他方では，地球規模での環境問題の拡大によって，
自然と人間との共存を前提とした「質の高い生活への欲求」を持たざるを得
なくなっている。財政は一方では，生存最低限を人類に保障して公正な機会
や公正な競争の前提を創り上げるが，他方では，私的な欲求や公的な欲求に
おける質の高さを考慮して社会の共通の利益に関わる活動を展開せざるを得
ないのである。
さらに，財政学が人間の心理的な側面にまで，立ち入って検討を加えはじ
めると，経済的合理性の側面からは充分に見えて来なかった現実の情報操作
や疎外の問題を解明しうることになる。この側面は従来，イタリア学派やウ
エーバー社会学， あるいはマルクス学派が重視してきた財政の側面であっ
て，財政幻想や官僚制，国家の権力性に関する研究が財政学のなかに位置付
けられることになろう。本稿では，とくに公的欲求の変化や発展を財政学に
おいて取り扱う場合の枠組みを，つぎの 3つの側面から検討して，今後の財
政学研究のための土台を吟味してみたい。
I.公共選択と制度の問題ー予算過程論の発展一
1)納税者主権による憲法的ルールの確立と選択
消費者の私的な欲求との関係を端的に理論化したのは， K.ヴィクセルで
あった。彼は個人主義的で最も自由な社会に於いて官僚制などの制約なしに
公共選択が実行された場合には，租税は利益原則によって，私的な欲求の新
たな犠牲を上回る公的な欲求の充足の拡充が行なわれる，と考える究私的
な欲求と公的な欲求の関係については， T.ホプズが「リヴァイアサン」の
5) K. Wicksell, Finanztheo戊tischeUntersuchungen nebst Darstellung und 
Kritik des Steuerwesens Sweden, 1896, K.ヴィクセル著， 池田浩太郎，杉ノ
原保夫，池田浩史訳「財政理論研究」千倉書房， 1995年， 112ページおよび解説255
ペー ジ。 K.Wicksell,'A new Principles of Just Taxation', R. A. Musgrave 
and A. Peacock eds., Classics in the Theory of Public Finance, 1958. 
4(320) 第 40 巻 第4• 5号合併号
なかで，私有財産制度がもたらす「万人による万人の闘い」の苦悩を指摘し
て以来，公正な契約や人権を保護するルールヘの欲求は，人間社会の本質と
して理論化されてきた。 A.スミスのいう「政府の義務としての安全と清潔
の維持」をはじめ，市民社会における納税者の欲求は，憲法的なルールの確
立に向けられてきたのである。
では，納税者が「よりよいルール」を選択するための条件は何か。ひとつ
は，納税者の合意によってルールをつくることであり，いま，ひとつは， Jレ
ールをつくることのできる納税者の意識の発達であり，一種の統治能力の形
成である。前者は市民革命における課税同意権の確立であった。後者の問題
は，「民主主義の草の根」の形成の問題であって， 実はアメリカ合衆国にお
ける植民地時代からのタウンシップなど，地方自治体の形成過程で，社会の
共同業務を構成者が分担し交代で実行するというなかで検討されてきた問題
である。後者は端的に言えば， 地方自治のなかでの地方財政の問題であっ
て，財政学は地方財政の視点を必ずもつ必要があるということになる。
一方では，全国的な規模での憲法的ルール，とくに課税同意権と，他方に
於ける地方財政の発展，とくに，地方税と公共サービスの関係や公務のあり
かたの問題こそ，公的な欲求の内容を規定する中心問題であった。
納税者は，このような文脈のなかでは，消費者として私的な欲求と公的な
欲求の接点にたち，主権者として，国の憲法的ルールと地方の財政活動の接
点に立っているのである。
そこで，財政学方法論の核心として「納税者主権論」をどのように位置付
けるかを考えて見よう。
まず，納税者主権論を共通の基礎として，財政民主主義論と公共選択論を
区別しながらも関連づけてみよう。そうすれば，従来は予算制度の説明のと
ころで議会の課税同意権や財政民主主義として一般的に述べられてきた納税
者の権利論を国民ひとりひとりが持つところの基本的な権利として，自由な
選択行動を媒介としつつ，財政学の基礎中の基礎として位置付け直すことを
意味している。そして，地方財政の発展を踏まえて，憲法的なルールに基づ
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いて社会の共同業務を担う政府をつくる，という形で予算制度，公共サービ
ス供給， 税制， 公債制度などの「あるべき姿」を追求することになるだろ
う。
「財政のあるぺき姿」というとき， 重農学派は， 自然法を引合いにだし
て，純生産物課税を主張し，国民の再生産活動を妨害しない範囲内での課税
こそ自然の理であると主張する。ここでは君主と言えども従わざるをえない
自然の法に照して「かくあるべき政府の内容と規模」を検討することになる
のである。これは私的な欲求の充足と公的な欲求の関係を考える場合にも基
礎となる科学的な認識であろう。
しかし， 同時に， 「政府のあるべき姿」というときの「あるべき」という
意味は「経済の法則からしてかくあるべき」という意味と「人間の権利（正
義）からしてかくあるぺき」という二重の意味がある，という点をとくに立
入って解明する必要がある。つまり，これは憲法的なルールを選択する際の
評価基準として経済法則を認識して，経済の発展を妨げない課税や財政のあ
りかたを考える一方で，その法則を社会の中で生かしつつ納税者の共通の利
益を実現する価値基準を人権論，あるいは，正義論として展開することを意
味するからである％
では，正義論とはどのようなものか。
たとえば， A.スミスのグラスゴウ大学講義などの叙述方法で，法則と正
義の関係を調べてみると，彼は，まず， 1.正義（公法，家族法，私法）を
考察し， 2.治政（清潔と安寧，低廉または豊富）の一部として経済の自然
的な法則を述べ，それに基づいて， 3. 国家収入を論じ， 4.人民主権のも
とでの軍隊や軍備のありかたに及び， 5. 国際法によって平和共存のルール
を論じている。ここでは自然法（憲法的な基本的人権のルール）を確立する
ことが分業と豊富をもたらすとされ，正義の確立が経済的な豊富さに自然に
6) J. Rawls, A. Theory of Justice, 1971, pp. 84-85.矢島鉤次監訳「正義論」紀
伊国屋書店， 1979年。
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繋がって行くことが示されている7)0
総じて古典経済学に基礎をおく財政学の場合には正義の実現と経済の法則
の実現とは照応している。そしてここで述べられている人権ルールは今日い
うところの「消極的自由＝他からの侵害から人間の命を守ること」に重点が
あり， 「積極的自由＝自分のライフを自分で決定し拓り開く」という内容で
はない8)0
しかし，産業革命以後の資本主義社会では憲法的なルールの確立にもかか
わらず所得や資産の所有における格差が拡大してきた。この事態を生産の社
会化などの経済法則を基礎に「あるべき姿」として，生産手段の国有化，経
済的収奪の基礎となった租税の廃止などに直結したのが， 1960年代までの社
会主義財政学であった。この立場は国有化と官僚制の関係の解明や納税者主
権による政府の統制論を欠いている点で決定的な弱点をもっていたが，それ
だけではなくて正義論と経済法則論との関係の究明という課題意識さえなか
ったことはソ連型社会主義財政学の基本的な弱点であったと言えよう 9)。
2)租税社会主義の視点ーR．ゴルトシャイトの租税論ー
他方， 1920年代のオーストリア型の社会主義財政学は「人間が主体となっ
た経済」への強い関心を持ち10)，ウイーン市という自治体における実験を踏
まえていたということもあって，人権の経済的な基礎としての小財産所有や
教育制度の充実，地方自治などの分権的な財政システムを構想して，納税者
主権を重視し，中央集権的な国有化や財政システムに反対した。これはイギ
7) A. Smith, Lectures on Jurisprudence, 1962-3, 1766., Edited by R. L. Meek, 
D. D. Raphael and P. G. Stein, Oxford, 1978. 
8) A. Sen, Individual Freedom as a Social Commitment, T.加 NewYork 
Review of Books, June 14, 1990. 
9)佐藤博「ソヴェト財政論』末来社， 1965,池上惇「個人所得税と納税者主権」同
「管理経済論』有斐閣， 1984年。
10) R. Goldscheid, Entwicklungswerttheorie, Entwicktungs-Okonom •ヽe, Men-
SC加n-Okonomie,1908. 
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リスの社会主義者ウェッブ夫妻や G.D.H.コールの財政システム構想とも
合致するものであって叫個人の自立という正義の実現と経済の発展方向で
ある財政の機能の拡大を調整する新しいシステムとして個人所得税制度を位
置付けていたのである。
納税者主権論が財政学の研究史において位置づけはじめられたきっかけに
国家独占資本主義論争がある。つまり，国家独占と言う概念を検討してゆく
と「専売」という範疇にゆきつくのであるが，この範疇はドイツの租税学者
プラウエルによると奢俊品税の一種であるとされている。アルコールやタバ
コの専売が念頭におかれていたことは言うまでもない。さらに専売という範
疇は20世紀初頭には「租税による私企業の破産救済」という意味に発展しド
イツの銀行家がこれを理論化し， レーニンが帝国主義論で活用した12)。国家
独占の概念が租税と一体の物であるとすれば国家権力や国有企業に民主主義
的な統制を加える上で，納税者の主権の持つ意味は検討に値するのではない
か。このような関心から現実の日本の地方財政や地方自治の実体を検討して
みると納税者による地方団体や政府の制御の意味は極めて大きく 13)，また，
ゴルトシャイトの考え方を基礎に納税者主権論をみなおしてみる必要に迫ら
れたのである。納税者主権と租税社会主義の関係に立ち入って見よう。
1979年の10月に島恭彦， 池上惇編「財政民主主義の理論と思想」（青木書
店）が刊行されているが，その序章では次の様に述べられている。
「イギリスにおける（ウェッブらの提案）と並んで注目されるのは， ドイ
ッ，オーストリア，イタリア，フランスの諸都市における都市改良の実験で
あった。………さらに第 1次大戦後，ウイーンの………社会民主党はダンネ
ヴェルクらの指導のもとに大衆課税的性格の強い家屋税などを撤廃し，（1）小
数の富裕者の奢俊に重く課税し，（2）公営事業収入を当該事業に還元して社会
11)清水修二「ウェップ夫妻と G.D.H.コ＿ル」『財政研究』．第8号， 1983年10月。
12)池上惇「国家的独占の基礎概念ーF. ヒ°ンナー の専売論を中心として」同「現代
資本主義財政論」有斐閣， 1974年。
13)池上惇「地方財政論」同文舘， 1979年。
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施設の充実をはかった。その税体系は奢俊税として遊興税，飲食税，自動車
税，家政婦税，馬税，犬税にほか， 最大の税目として福祉事業税 (Ftirsor-
geabgabe)が導入され，企業主は収益の多寡にかかわらず支払賃金額の一
律4%（信用機関は 896)相当額を毎月納入するよう義務づけられ，雇用者
への転嫁は禁止された。そのほかに住宅税として，市営住宅建設のため大邸
宅に高度累進的重課をおこなうとともに，土地増価税として不動産譲渡にお
ける増価分の60形を徴収し，土地投機の規制と税の増収の双方を同時に達成
しようとしたのである。ウイーンの財政学者ゴルトシャイトは租税社会主義
の実践としてこれを高く評価していた。」 (17ペー ジ）
さまざまな不備はあるとは言え，租税社会主義の実験は財政学史上，画期
的なできごとであった。この方向は市場経済と民主主義的な自治体や共同体
との共存の可能性を示唆するとともに国有企業中心主義の社会主義論と較べ
て住民の主権や国民の主権の所在が明確であって，租税廃止論とは根本的に
性格を異にしている。
3)正義論と経済学の「二重化」ールールの選択とルールの下での選択一
それでは，このような流れのなかで公共選択論や公共経済学の財政理論は
どのように位置付けることができるであろうか。スエーデン学派やイタリア
学派が発生した当時の状況の下では最近のサムエルソンら顕示選好学派の公
共選択論や公共財論は中心的な位置を占めておらず，ヴィクセルの満場一致
ルールに象徴されるように納税者は投票を繰返しながら学習を行ない，合意
の形成に向うものと想定されている 14)。ここでの投票者は自分の利益を出発
点におきながらも投票に参加する過程で公共的な利益や共通の利益に理解を
示す人間である。ここで顕示選好学派に批判的な公共経済学の最近の発展を
国際的な視野から注目してみよう。
まず J.M.プキャナンらヴァージニア学派の公共経済学は「制度の経済
14)山田雄三「価値判断に関するミュルダールの最近の見解について」『一橋論叢』，
42巻6号。
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学」を公共選択論の前提として位置づけた15)。彼らによると従来の経済学，
つまり顕示選好学派が「ルールないし制度が与えられたもとでの選択」を取
扱ってきたのに対して「ルールないし制度そのものの選択」を取扱いうるパ
ラダイムを提案した （田中清和訳「公と私の経済学」多賀出版， 1991年，
の「あとがき」 306ページ）。納税者である市民は利益原則に従って行動しな
がらも納税から直接的な結果としての利益を求めて行動するのではなくて，
どのような手続きを選択すれば，自分たちは不公平や権力の濫用を防止しう
るのかを考え， 公平なルールをつくった上で納税者としての投票をおこな
い，予算案を選択する。ここでは短期均衡予算ルールや長期均衡予算｝レール
のような憲法的な手続きの選択を行なった上で年々の租税負担の変化と公共
サービスの変化とを比較して最適な予算案を選びだそうとする。この場合経
済学は「二重化」されていて，一方には「制度そのものを選択する理論」と
「制度を前提した上での最適な経済行動を取り扱う経済学」がある 16)0
公共選択論をこのような「二重構造」のもとで把握しようとすれば，顕示
選好学派の取り扱ってきた経済学の諸範疇を制度の経済学や政治経済学のな
かで，それらの一部分として位置付ける必要が生れてくる。これを社会倫理
学の方法論として整理してきたのがJ.ロールズの『正義論』やA.センの
『財と潜在能力」において述べられた主張であった。
ロールズは「手続き」における正義を結果としての正義よりも重視し，ヶ
ーキを複数の人間で公平に分配するには，それぞれの人間の私的な利益の追
求を前提とした上で，ケーキを公平に分配する方法を問題にする。そのため
には「最後にケーキを取るひとがナイフをもって分配にあたる」という手続
きを決めることが必要となる。ここではひとりひとりの私的利益を出発点と
しながら， ルールの決め方いかんで公共性のある， 公正や正義の実現に向
15) J. M. Buchanan, Economics-Between Predictive Science and Moral 
Philosophy, 1987,田中清和訳『公と私の経済学」多賀出版， 1991年。
16)山之内光身弓， 日向寺純雄『現代財政の基礎理論」税務経理協会， 1972年， 12ペー
ジ参照。
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う。したがってマキシミン原理などの公正なルールを決めた上で各人が経済
的な私的利益に基づいて行動すればよいことになろう 17)。では公正なルール
を決める人間はどういう人格をもった人間であろうか。ロールズは「無知の
ヴェール」という概念を用いて一種の自然人を想定する。これは陰謀やかけ
ひきとは無縁の人間でスミスなどが想定した「公平な観察者」に相当する。
常識をもって相互の人権を尊重しあい，そのなかで個性や差異の尊重を当然
のことと考えている人間であると言えるかも知れない18)。
4)公共財の潜在能力（固有価値）と享受能力
ロールズが手続き的な正義に重点をおいたのに対してセンは顕示選好学派
の方法論的な前提である「効用アプローチ」の限界を批判する19)。効用アプ
ローチは市場価格による財の評価が欲求の充足度の正確な尺度であることを
前提としている。しかし，センによると財の評価は，その財が，現実に，そ
れを購入した個人の生命体としての発達に貢献したか否かによってこそ評価
されるべきだ，ということになる。例えば，あるパンはその味や対話の雰囲
気にふさわしい香や色，食べるひとの年齢にふさわしい栄養など一種の潜在
能力をもっていて，これが実際にパンの機能として顕在化するには，それら
を購入し味などを享受する人々の享受能力の発達が必要である。この享受能
力はロールズのいうようなマキシミン原理によって社会的な基本財を分配す
るだけでは発達しないのであって基本財の分配がそれぞれの人間の欲求を高
めるのに丁度必要な公共サービスの給付と平行して進まねばならない。つま
り財のもつ固有価値と消費者の享受能力が合致するような社会システムが選
17) J. Rawls. A. Theory of ]I四tice,1971. pp. 84-85.矢島次鉤次監訳「正義論J
紀伊国屋書店， 1979年， 66ペー ジ。
18) Ibid., pp. 136-137,同上訳書， 106ペー ジ。
19) A. Sen. The Standard of Living, The Tanner Lectures on Human 
Value, Delivered at Clare Hall, Cambridge University, March 1 and 12, 
1985. The Tanne1 Lectures on Human Value,頂． 1986.pp. 8-11. 
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択されなくてはならぬ20)0 
ここで想定されている人間は単に消極的な自由を享受する人間ではなく
て，消極的な自由の実現を手がかりとして積極的な自由，つまり自己の欲求
を積極的に実現し，いきがいを求めて財や公共サービスを選択するために，
その前提となる社会システムを選択する人間である。このような人間や状況
を想定すると社会の多数者が合意できる評価基準の発見とそのための手続き
が必要となる。センは財や公共サービスの評価が市場価格だけによって行な
われるのではなく，アンケートや直接的な観察，慎重な吟味によっても行な
われうることを主張し21)，かかる方向から社会的な合意のための総合的な福
祉指標を模索しようとする。この指標は現在国連の研究チームなどによって
「人間発達指標」として整備されようとしており今後の研究成果が注目され
る22)。また，センは顕示選好学派の考え方を現実の経済に適用すると「物象
化」された関係を肯定していて，人間性や生命の進歩のための経済的な基礎
といった本来の経済関係を見落してしまうことを懸念し，人間の疎外からの
回復や物象化論を批判したアリストテレス，マルクスを高く評価している 23)。
後に見るように財政学の枠組みが資本蓄積や官僚機構のもたらす疎外現象を
分析し疎外からの回復の視点からルールの改革や選択を行なう上での基礎理
論を提供しうることはいうまでもないことであろう 24)。
これらの動向を改めて検討すると，多くの差異はあるものの納税者主権論
としての共通の基盤にたっていることは注目に値する。それは正義の実現の
経済的な基礎，すなわち人間の自立の経済的基礎を充実させながら中央政府
への経済力や権力の集中を民主主義的に制御する，という財政システムの方
20) A. Sen, Commodities and Capabilities, 1985.鈴村興太郎訳『福祉の経済学
—財と潜在能力』岩波書店， 1988年。
21)同上。
22) UN, Human Development Report, 1990, 1991.この文献は吉川英治氏の示唆に
よる。
23)注20参照。
24)池上惇「財政学一現代財政システムの総合的解明ー」岩波書店， 1990年。
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向を示唆しているからである。私がこの基礎に何かの付加を試みようとすれ
ば次の諸点を示唆しうるであろう。
1) J.ロールズの正義論を参考にしながら， 人間の自立というときに
「人間の自由な判断に必要な経済的自立と機会に平等に参加しうるだけ
の人間の諸機能の発達」をもたらしうる公共サービスの給付と負担のあ
りかた，を考えてゆくこと。この場合に政府や自治体の直営による公共
サービス供給だけでなく，非営利組織による公共サービス供給をも視野
に入れて納税者の選択行動を検討すること。
2) J.プキャナンを参考にしながら，理論と政策の媒介項として制度を
位置付け，制度の中心に憲法的）レールや租税システムをインフラストラ
クチャーとして把握すること。この場合，本来は納税者が社会を制御す
る手段である租税や財政が資本蓄積の進行と平行して官僚機構（とくに
行政機構の分化，個別化，利権化の論理）を成長させること。そこで課
税同意権や地方自治制度が政府を制御する重要な制度として再認識さ
れ，改めて定着する傾向を吟味すること。
3)納税者が公正で効率的に公共サービスを供給しうる政府や制度を選択
して，自分たちの生存権と生活の質を高める権利を実現しようとするとき，
これらの権利は生存のみならず人間の積極的自由とかかわるので，新社会権
と呼ぶことができる25)，新社会権はコーリン・クラークの福祉国家構想に原
点がある。この構想は憲法的なルールをもつ社会システムと市場における個
人の選択行動の中間に，個人がコミットしうるクラプ組織や非営利団体など
を想定し，個人はこのような中間組織とコミットメントをもつことによって，
一方では私的利益と公共的利益の調整に関する問題を取上げて社会的なJレー
ルの確立や選択について学習し，他方では非営利組織と市場組織との緊張関
係のなかで個人と組織の関係を調整することができる。これによって公共サ
ービスの社会的な評価についても市場経済の視点からの評価と非市場的な評
価との調整を行なうシステムを考察する手がかりが生れうるであろう。
25)同上。
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m．財政学とインフラストラクチャー
1)インフラストラクチャー概念の発展
インフラストラクチャーの概念は財政学の対象を確定するとき，キーワー
ドとなった。従来，この概念は公共投資の基礎理論として位置付けられてき
た。これを法制度や憲法的なルールの問題に拡張して財政学の対象とするこ
とができる26)。
インフラストラクチャーは一般に道路や港湾や学校などハードなイメージ
で把握されているが， 最初に理論化を図った A.O.ハーシュマンらによる
と法制度や銀行制度などソフトな内容が含まれていた27)。これを一層明確に
したのはプキャナンであり，彼は情報理論の基礎づけによって，憲法的なイ
ンフラストラクチャーや租税システムが確実な情報を伝達し市場経済や公共
経済の基礎として機能すると考えたのである28)。
憲法インフラストラクチャーの選択という枠組みを財政学の方法の中心と
すれば憲法的なインフラストラクチャーによって情報インフラ，貨幣制度，
経済インフラ，社会インフラ，土地環境インフラ，文化インフラなどが規定
され，ひとつの総合的なシステムとして選択の対象となるのは自明であろ
ぅ29)。そしてインフラが個々人の消極的自由と積極的自由をともに充足する
方法で整備されるべきことはいうまでもない。
納税者が自立の経済的な基礎を拡充しながら，公正な租税システムを活用
して各人の生きかたや生きがいを尊重し合いつつ，自分自身の欲求を市場と
政府を通じて実現するにはどうすればよいか，を考えてゆけば，インフラの
26)同上。
27) A. 0. Hirshman, The Strategy of Economic Development, 1958. 
28) G. Brennan and J. Buchanan,'The Tax System as System as Social 
Overhead Capital,'D. Biel eds., Public Finance and Economic Growth, 
1980. 
29)注24参照。
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総合的整備の方向は自ら明らかになるであろう 30)。
2)欲求の高次化とコモン・ストック
このように問題をたてると， 納税者の欲求はそんな高次のものではなく
て， ベンサム的な功利主義的個人の欲求に過ぎないという反論が予想され
る。これについてはA.センの「財と潜在能力」 1985（鈴村奥太郎訳，岩波
書店， 1988年）における主張が参考になる。彼は人間の欲求は希望の持てる
社会的な環境を整備すれば高次化することが出来ると考えた。かかる社会的
な環境はロールズ基準にもとづく財政システムの実現によって可能となる，
と想定して対処することができよう 31)0 
欲求を高次化しうる人間とは，どのような人間であろうか。センは経済人
の仮定では覆いつくせない人間の行動の動機を分析して「いきがいを実現す
る機会を求める」人間を想定した32)。これを財政過程に応用すると欲求の高
次化には人間＝納税者の学習と予算への評価の過程があるという想定をし
て，この学習過程で科学的な認識と正義（人権，倫理など）の実現との調整
が行なわれると考えることができる CN.ウイーナーのサイパネティクス理
論の適用）33)0 
納税者が，一方では市場経済の法則を知ること，他方では官僚制の発展の
法則を知ること，これらの法則を踏まえて，正義や人権を人間の生きがいの
実現というレベルまで具体化して把握すること，この前提の上で，法則と正義
を両立させうる財政ヽンステムを構想すること，これが予算評価の基礎である。
現在の倫理社会学においても，ベンサム的な生存競争を正当化しかねない
社会システムを肯定する立場と人間が個性を相互に尊重し合いつつ公正な競
争関係のもとで共存する方向を肯定するものとがある。納税者が個性を相互
30)同上。
31) A. Sen, of. cit., 1985.鈴村訳，前掲書。
32)同上。
33)池上惇『財政学」前掲書， 22ペー ジ。
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に尊重し合い，差異をコモン・ストックとして享受しあう財政システムを考
えてみよう。例えば， A.スミスは次のように指摘している。
「犬のような動物は，たとえ才能があったとしても，それをいわば，共同
資産 (commonstock)としたり， 生産物を交換したりすることはできな
い。 したがって， 彼らの才能の差異は， 彼らに取っては何の役にもたたな
い。人類においては全く事情が異なる。すなわち彼らはその幾多の生産物を
量または質に応じて交換することが出来る。このようにして哲学者とボータ
ーは相互に利益を与え合うのである。ボーターは哲学者のために荷物を選ぶ
ことによって有用となり，そのかわりに，ポーターは哲学者が蒸気機関を発
明することによって， より安い石炭を使うことが出来る。」 (Lectureson 
Jurisprudence, edited by R. L. Meek, D. D. Raphael and P. G. Stein, 
Oxford, 1978, P. 493. Report dated 1766.) 
このような才能の差異を相互に生かしうるシステムはスミスの時代では商
業社会によって与えられると想定された。今日では憲法インフラストラクチ
ャーによって規定されるような，各人の「生きがい」を実現しうる「社会に
共通のシステム」があってはじめて可能なことがわかる34)。例えば，障害者
の権利について見れば，先のロールズ基準で言えば障害者の人間としての発
達を保障する社会に共通のシステムとは総ての人間に人権を保障する法とそ
れを生かしうるシステム，障害者がアクセスしうる社会の情報ストック，と
その運用のシステム，経済生活に必要な貨幣と金融のシステム，段差のない
道路やエネルギーの供給システム，教育と福祉のシステム，障害者施設のた
めの土地や環境の供給システム，芸術文化を供給する文化システムなどであ
る。これらは社会の共同業務のハードとソフトである，といってもよいが，
34)このようなシステムについての考察は，池上惇「福祉と共同の思想』青木書店，
1989年，同『文化経済学のすすめ」丸善， 191年，同「地方財政論」同文舘， 1979
年， 同「減税と地域福祉の論理」三嶺書房， 1984年， 同『管理経済論」有斐閣，
1984年，同『情報化社会の政治経済学」昭和堂， 1984年，同『財政学一現代財政シ
ステムの総合的解明」岩波書店， 1990年。
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これらのシステムの情報が確実な情報として供給されるので，納税者は市場
の世界と市場外の世界を調整しながら「生きがい」を実現する機会を求めて
生活しうるのである。これらをインフラストラクチャーの新しい概念として
公共選択の対象としてゆけば，財政学の対象規定としては最も具体的で総合
的な定義となりうるのではないであろうか。
方法論における納税者主権と対象規定におけるインフラストラクチャーこ
れらが現代財政学の基本的な課題に応える上でキーワードとなりうるのでは
ないか。
w．財政学における情報操作と疎外の問題
財政学の重要な論点として大内兵衛以来の財政民主主義論を基本としつ
っ，納税者の権利を基礎として社会の共同業務を遂行すべき国家財政が，私
的な利益追求社会のもとでいかにして社会の疎外体に転化してゆくかを予算
過程，経費，租税，公信用，財政政策，国際財政などの各側面で叙述すると
いう問題がある。
財政学の特徴として，
(1) 財政民主主義論や公共選択論は，政治と経済の境界領域であるから，
経済の論理と政治や法の論理との接点にある。この結果，経済の基礎理論で
ある分業や商品化，あるいは資本蓄積などの一般的環境のなかで，社会の共
同の業務が私的な利益に編入され，公共性が形骸化する過程が観察しうる。
とくに，マルクスやウェーバーの官僚制の論理は分業や所有の論理が行政組
織に適用されると雇用関係や行政手段からの疎外が発生する過程を把握して
いる。また，部分情報と全体情報の乖離も官僚制論の重要な構成要素あり，
納税者への財政幻想などと合せて理論化することが求められる。
(2) スミス以来の小さな政府の課題が現代でも J.M.プキャナンらによっ
て取上げられ， レントシーキングや私的利益集団による「財政へのタカリの
構造」が拡大しているとの認識がある。これらによる浪費や無駄の問題と関
公的欲求の変化と財政学（池上） (333)17 
連した大きな政府など国民経済と政府の関係は現実的な問題でもあり重要な
研究課題である。
(3) 疎外や情報操作から納税者が解放され，政府を制御しうる条件の研究
が必要とされる。とくに，納税者の知る権利や情報の公開問題を基礎に，予
算の費用一便益分析を進めて，納税者が公的欲求を効果的に充足しうる条件
を整備する方向に向うであろう。法律学では人権を抽象的に論ずることが多
いが財政学では課税同意権など人権を経済的な基礎から問題にしてきたの
で，この伝統を活かしつつ，公共的意思決定の情報的基礎の検討と拡充の方
向が示されよう 35)。
従来の財政学の教科書はミクロ経済理論の応用分野，とくに公共経済学の
応用分野のように公共経済学の内容との重複が多いか，あるいは，国家独占
資本主義の視点から経済的な土台と上部構造の相互作用という形で財政現象
の経済的な基礎を論じたものが多い。しかし，実際の財政をみていると租税
負担の公平とか，公共サービスの公平な給付とかの問題が出てきていて，公
正とか倫理とかの価値評価が重要な意味を持つように思える。しかし価値の
理念や考え方と経済法則の関係を説明した研究が少ない。また，従来の財政
学は政治過程や法制度などの市場外の要素と市場における選択や資本蓄積と
の関係を説明するときに，市場外のものを市場にとっての全くの与件として
取扱うものが大半である。また，市場外のものも，結局は経済的利害に還元
されうると考えてしまう傾向があり，経済的な原理に反する制度などが支配
的な場合には，その制度を変えるべきだ，と主張するものが多い。しかし，
実際には自然現境など市場外のものと開発資本など市場を基礎としたビジネ
スの間にあって活動するのが公共投資などの財政であって，財政こそ市場外
のものと市場との接点にたつと思える。この接点を独自の領域として積極的
に解明する方法が必要であろう。本稿はこの目的のための一試論である。
35) 池上惇「都市デモクラシーと予算編成過程—住民自治からみた費用一便益分析
と予算の選択行動を中心に一」『都市問題」 86巻1号， 1995年11月。
